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Ａ．研究目的 

日本の自殺率は 2010 年以降、減少傾向に 

あり、47都道府県も同様の傾向にあるが、 依然

として地域差は大きく（図1）、国際的にも高い水

準にある（平成28 度自殺対策 白書）。

日本の基礎自治体数、市区町村数は1741あ

り、その人口規模は数百人から数百万人まで

さまざまである。2015年の統計では30万人以上

の大規模な基礎自治体は84団体あり、 人口

の43%、自殺の41%を占める。一方で人口5万人

以下の小規模な基礎自治体は1183あり、人

口の16%、自殺の17%をしめる。小規模自治体

の自殺率は大規模自治体より高いが、各種

の自殺対策の実施割合は低い。小規模自治

体での自殺対策をさらに促進することが重要

である。 

これまで、都道府県を中心に自殺対策に 

関する政策プラン、事業計画が作成されて 

いるが、基礎自治体、特に小規模自治体での

研究要旨：本研究の目的は地方自治体での対策を促進するための重要なツールとして地域自殺実

態プロファイルを開発することである。地域自殺実態プロファイルは各自治体の担当者や関係者に

対して地域の自殺の実態を分かりやすく分析して提示し、地域にとって必要な対策立案に資するこ

とを目的にしている。 

方 法：自殺の地域実態プロファイル（第 1 版）の開発には、平成 21 年から 27 年の自殺統計（地域に

おける自殺の基礎資料（確定値））（内閣府）および平成 21 年から 27 年の住民基本台帳に基づく人口

と平成22年国勢調査（総務省）を用いた。これらを集計し、要約と グラフにより自殺の地域実態プロ

ファイルを作成した。 

結 果：自治体毎に2151項目を集計し、これらからプロファイルを作成した。プロファイル作成総数は基

礎自治体である市区町村および政令指定都市の区、都道府県の合計1963となった。 

ま と め：自殺総合対策推進センターは自殺の各種の特徴に対応する地域自殺対策の政策パ ッ

ケージを開発している。政策パッケージは地域の自殺の実態に即して推進すべき自殺対策事業の

具体的な施策群を具体的事例に基づき示すものである。地域自殺実態プロファイルと政策パッケー

ジを組み合わせて提供することで地域自殺対策の計画策定と実施が円滑になされることが期待さ

れる。 
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図１．日本及び 47 都道府県の自殺死亡率の推移 
（資料：人口動態統計（厚生労働省）) 

計画策定は進んでいない。策定されている計

画においても、自殺総数の増減や、自殺者数

の多い群を指摘するに留まっているものが多

い。多くの基礎自治体にあっては、 地域の実情

にあった自殺対策が立案されて いるとはいえ

ない状況にあり、自殺総合対策大綱に記載さ

れた重要政策について、他の自治体での実施

状況などを横目に見ながら個別の対策や事業 

が散発的に行われてきたのが現状である。こ

の点については、自治体担当者自身も課題と

して認識しているが、自殺対策担当者が限ら

れる等の制約があり、国や都道府県・政令市

からの人的、 技術的支援が求められている。 

そこで、基礎自治体の自殺対策の担当者 

や関係者が地域の自殺の実態を迅速かつ効 

果的に把握し、地域自殺対策計画の策定及 

び事業の立案に適切に資するような、効果 

的な自殺実態の情報提供方法の開発が必要 

である。そこで、自殺総合対策推進センター

では自殺の地域実態プロファイルの開発と基

礎自治体への提供手法の検討を行った。 

Ｂ．研究方法 

自殺の地域実態プロファイル（第 1 版）の開

発は、公表データを用いて行った。使用した

データは行政統計として平成 21年から 27 年の

自殺統計（地域における自殺の基礎資料（確 

定値））（内閣府）を、公的統計として、平成21年

から27年の住民基本台帳に基づく人口と平成

22年国勢調査（総務省）を用いた。住民基本

台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調

査については、自治体毎の性別、年齢階級

別の人口を使用した。国勢調査については、

自治体別の人口および単独世帯数を用い、

独居者の人口および同居者のいる人口とし 

た。自殺統計（確定値）には各年の自治体毎に

性別（合計、男性、女性）区分それぞれについ

て年代、同居者の有無、職業、場所、手段、曜 

日、時間帯、原因・動機、未遂歴の有無の 各

項目の自殺者数が集計されている。職業、場所、

手段、原因・動機および未遂歴につ いては、自

殺者数が少ない場合、個人情報保護のため秘

匿処理されている。これらの項目を集計すると

共に、年代別の自殺者数をもとに年代別の死 
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９．曜日別の割合 
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地域の自殺の基礎資料 グラフ集（自殺日ベース 住居地）: 【 熊本県熊本市 】 

人口（H 21-27平均)  728,242 人 

地域自殺対策推進センター等会議資料(1/2)／20161117 JS S C 

参考）同居の有無別死亡率 

自殺者数と自殺死亡率の推移 

総数     男性     女性 200 30.00 

H 21-27平均   18.7     26.6     11.6 25.00 

H 21-27合計   951人    639人    312人 
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地域自殺対策推進センター等会議資料(2/2)／20161117 JS S C 

亡率を、同居者の有無別の自殺者数をもとに 

また、自治体コードをインデックスとして用

いるため、市町村合併および自治体コードの

変更への対応を行った。 

開 発 環 境と し て はWindowsPC上の

Microsoft Excel2016（以下エクセル）、 Adobe 

Acrobat DC Standard を用いた。エクセル上

にプロファイルのフォーマットを作成し、各自

治体の集計表とリンクさせることで、自治体

毎のプロファイルを作成した。データの整理、

基礎自治体毎のプロフ ァイルの作成にはエク

セル上のVBA スクリ プトを用いた。 

使用したデータは公表されているものであ

り、本研究開発にあたっての個人情報の保

護および倫理的配慮に関する問題はなかっ

た。 

Ｃ．研究結果 

元の帳票データは29ファイルから構成され

た。これらのデータから自治体毎に2151項

目が集計されたが、この集計表では基礎自治

体担当者にとって利用しにくく、更なる加工が

必要であるため、要約とグラフ化が必要と

なった。グラフ化にあたっては、全項目を示す

と煩雑となり閲覧性が低下するため、項目毎

に選択して要約とグラフを示し自殺の地域実

態プロファイルとした（図２）。グラフの選択に

際しては、センター内の複数名の専門家によ

る検討をおこなった。主な項目については、

自治体毎の特性を把握しやすくするため全国

値および所属する都道府県の値を比較対象

としてグラフに示した。 

36.6 
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総数 男性 女性 

データ数 791人/6年
分 

418人/5年
分 

208人/5年
分 

 

作成したプロファイル数は基礎自治体であ 

る市区町村および政令指定都市の区、都道 

府県の合計1963となった。都道府県および基

礎自治体に対してプロファイルおよび集計表

を配布した。配布ファイルの形式について

プロファイルは PDF形式、集計表はエクセル

形式とした。これは配布、印刷時のレイアウト

の一貫性を保つため、および加工時の利便

性を図るためである。あわせて集計表をもと

にプロファイルと同様の帳票を作成できるエ

クセルファイルも提供した。これは、近隣自治

体との比較など、各地域の必要に応じた活用

の利便を図るためである。 

政令指定都市を除く基礎自治体へのプロフ

ァイルの配付は都道府県の自殺担当主管課

もしくは地域自殺対策推進センター等に依頼

した。各自治体への配布は平成28年12月に

行った。 
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同居者の有無別の死亡率を算出した。
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Ｄ．考察 

自殺の地域実態プロファイルの開発にあたって

体より地域での説明に有効だったとの意見、

一部を会議資料や報告書、広報等に引用し 

たいとの希望や継続的な提供の希望等があ 

った。自殺の地域実態プロファイルおよび集

計表の転載、引用については許諾している。 

他方、同規模自治体との比較の希望や、よ 

り多角的な視点からの分析の希望があったが 

、それぞれ基準の設定や標準化の点で対応 

が難しかった。また、並行して開発されている 

地域自殺対策の基本政策パッケージおよび 

地域特性パッケージに対応し、自殺と自殺リ

スクに関する地域特性に対する個別政策の 

必要性、優先度評価を含むようなプロファイル

の開発を行う必要がある。 

これらへの対応は今後の課題となった。 

プロファイルの利用方法については、各種 

の会議などで解説することとした。地域の優

先課題の把握方法として、性別や年齢、 職業、

世帯状況などの主な背景要因について、要 

因毎の人数の多さ、割合の多さ、死亡率の 

高さ、他の要因に比した相対的な多さなどに

基づく複合的な評価を例示した  （図３）。対

策の上で把握してほしい具体的な点として、

単に中高年男性や高齢者の自殺の割合が多

いことだけでなく、全国や都道府県と比べて

年齢構成や職業背景に相違はあるか、手段

や場所の特徴はあるか、曜日や時間帯と既

存の事業あるいはこれから計画する事業が

適合しているか、などを例に挙げた。これらは、

一見当然の内容ではあるが、プロファイルとし

て提供されなければ多くの基礎自治体にとって

把握が困難な内容である。集計表をもとにプロ

ファイルと同様の帳票を作成できるエクセル

ファイルについての問い合わせはなかった。

 利用されなかった、あるいは利用しにくかっ

たことが考えられた。 

開発環境およびスクリプト開発における工

夫としては、大量のプロファイルを迅速に作

成するため、高性能なPCを用意しファイル入

出力を減らし可能な限りオンメモリで実行す

るワークフローを構築した。今後も、プロファ

イルの高度化に対応するための改善が必要

であろう。 

プロファイルの提供、配布にあたっては

データ量が大きくなったこと、ファイル数が増

えたこと、配布先の行政機関毎に情報システ

ムに違いがあること、自殺総合対策推進セン

ターが利用できるファイル配布システムがな 

いことから、 原則としてCD-ROMでのデータ配

布としたが、いくつかの点で改善が必要と考

えられた。提供ファイル形式の変更、Webでの

オンラインシステムの提供などが考えられる

が、費用対効果、利用者の利便性を勘案する必

要がある。 

上記に示したように幾つかの課題はある

が、我々は自殺の地域実態プロファイルと政

策パッケージを組み合わせて提供することで地

域の自殺対策が促進されることを期待してい

る。 

図３ 

、多面的な実態を簡潔に提供する必要があっ

た。提供したプロファイルについては、 自治
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